
単位：千円

事 業 名 補正予算額 説 明
(現計予算額)

【商工政策課】

商工労働行政推進費 △ 30,835 １ びわ湖緑のイノベーション拠点づくり調査事業 △ 5,762

(530,629) びわ湖南部エリアにおいて魅力ある産業クラスターが形成され

るよう、びわこ文化公園都市内において、民間主導による中核的

財 △ 3,853 拠点機能の整備についての検討を進める。

8,900 → 3,138

○一 △ 26,982 調査内容の見直しに伴い、調査費等を減額する。

中小企業金融対策費 △5,378,698 １ 中小企業振興資金融資基金預託金 △ 5,306,500

(20,653,632) 中小企業の経営基盤の強化とその振興発展を目的とする制度融

資の円滑な運営を図るため、各金融機関に貸付資金の原資の一部

使 △ 2,700 を預託する。

実績に基づき減額する。

諸△5,306,500

主な資金名 現計予算額 補正予算額

○一 △ 69,498 経営支援資金（しえん）

一般枠 1,186,000 △ 284,700

小規模企業者枠・小規模企業者つなぎ枠 463,000 △ 180,500

ｾｰﾌﾃｨﾈｯﾄ資金（しんらい）

新規枠 11,330,000 △3,340,700

借換枠 1,740,000 △ 369,400

短期事業資金（たんき）

通常枠 1,366,000 △ 251,000

手形割引枠 445,000 △ 266,500

経済振興特区資金（とっく） 128,000 △ 105,600

市町小規模企業者小口簡易資金 772,000 △ 143,700

特別経済対策資金（旧制度） 1,706,000 △ 104,500

他の資金を含めた総計 19,975,000 △5,306,500

２ 中小企業振興資金損失補償費 △ 20,846

中小企業振興資金のうち所定の資金について、滋賀県信用保証

協会が代位弁済したことにより受けた実質損失額を債務負担行為

限度額の範囲内で補償する。

179,122 → 158,276

損失補償支出予定額の精査に伴い、減額する。

３ 信用保証協会基盤強化費 △ 50,557

中小企業振興資金および市町小規模企業者小口簡易資金の保証料

引下げに伴う保証料収入減収分を補填するため、補助金を交付す

る。

120,557 → 70,000

今年度保証承諾・過年度保証承諾に対応する保証料補給額の精査

に伴い補助金を減額する。



単位：千円

事 業 名 補正予算額 説 明
(現計予算額)

【商業観光振興課】

商工会・商工会議所 △ 46,700 １ 小規模事業経営支援事業費補助金 △ 41,517

活動強化費 (1,884,353) 商工会、商工会議所および商工会連合会が小規模事業者のため

に行う経営改善普及事業等に要する経費に対し助成する。

使 7 1,729,636 → 1,688,119

実績に基づき減額する。

○一 △ 46,707

観 光 行 政 費 △ 28,690 第１１回滋賀県人会世界大会支援事業 △ 16,586

(383,328) 全国滋賀県人会連合会が主催する第１１回滋賀県人会世界大会

の開催に対して支援を行う。

○一 △ 28,690 41,301 → 24,715

実績に基づき減額する。

【新産業振興課】

陶芸の森事業費 6,650 １ 滋賀県立陶芸の森指定管理者管理料 7,052

(207,309) 指定管理者による管理運営委託

196,800 → 203,852

使 44 道路舗装改修工事等にかかる経費を増額する。

財 28

○一 6,578

工業振興調整事業費 △142,266 １ 滋賀の新しい産業づくり促進資金融資基金預託金 △136,000

(466,749) 中小企業等が行う研究開発等に必要な資金を貸し付ける。

441,000 → 305,000

諸 △136,000 実績に基づき減額する。

○一 △ 6,266



単位：千円

事 業 名 補正予算額 説 明
(現計予算額)

工業立地指導対策費 △ 60,633 １ 企業誘致推進事業費 △ 67,664

(1,046,491)

(1) 創造型モノづくり企業立地促進助成金 13,898

国 7,031 次世代産業を育成し、本県産業の競争力強化を図るため、研

究開発機能を有する事業所の設置に対し、その設備投資額の一

諸 △ 20,076 部を助成する。

20,000 → 33,898

○一 △ 47,588 実績に基づき増額する。

(2) 経済振興特区企業立地促進助成金 △ 57,466

特区地域内への立地について投資額の一部を助成して、地域

内に戦略分野の集積を図る。

62,304 → 4,838

実績に基づき減額する。

(3) 産業立地促進資金融資預託金 △ 20,076

県内における新規設備投資に要する資金の融資原資を預託す

る。

64,653 → 44,577

実績に基づき減額する。

滋賀の新しい産業づ △ 54,687 １ 滋賀県経済振興特区新事業創出事業 △ 12,490

くり推進事業費 (231,239) 滋賀県経済振興特区計画に位置づけられた特区事業のうち、企

業が行う試作開発、販路開拓および産学共同研究体が行う研究開

○一 △ 54,687 発事業に対して経費の一部を補助する。

92,500 → 80,010

実績に基づき補助金を減額する。

２ プロジェクトチャレンジ支援事業 △ 32,481

認定した３Ｋ・ＢＩ産業の創出に資する技術開発計画に基づき

企業が行う研究開発および技術開発に必要な経費の一部を助成す

る。

55,197 → 22,716

実績に基づき補助金を減額する。



単位：千円

事 業 名 補正予算額 説 明
(現計予算額)

【国際課】

国際経済情報事業費 △3,406 国際経済交流事業費 △1,476

(31,116) ドイツ・バイエルン州へ経済ミッションの派遣を行う他、中国

に進出している企業間の情報交換や現地情報を県内企業に提供す

○一 △3,406 る。

8,180 → 6,704

実績に基づき減額する。

【労政能力開発課】

労働福祉融資促進費 △152,959 労働福祉資金融資基金預託金 △ 152,959

(368,588) 勤労者向けに福祉資金等を貸し付けるため、各市中金融機関に

原資の預託を行う。

諸 △152,959

資 金 名 現計予算額 補正額

勤労者住宅建設資金 121,846 △ 1,510

勤労者福祉資金 245,147 △ 151,184

育児・介護休業者生活資金 1,385 △ 265

計 368,378 △ 152,959

実績に基づき減額する。

公共職業能力開発事 △ 20,279 １ 離転職者等職業能力開発事業費 △ 9,595

業費 (187,387) 離職者等に対し、民間教育訓練機関を活用した多様な職業訓練

を実施する。

国 △ 9,758 40,133 → 30,538

訓練契約単価の減および若年者向けコースの受講者数の減

使 △ 1,128 （85人→62人)に伴い減額する。

諸 △ 1,388 ２ 障害者委託訓練事業費 △ 11,123

企業、社会福祉法人、ＮＰＯ、民間教育訓練機関等多様な委託

○一 △ 8,005 先を活用し、障害者の委託訓練を実施する。

24,270 → 13,147

受講者数の減（100人→52人)に伴い減額する。

３ 母子家庭の母等能力開発事業費 10,627

長期失業状態にある母子家庭の母等に対し、民間教育訓練機関

等を活用して職業訓練を実施する。

11,874 → 22,501

受講者数の増（50人→ 120人）に伴い増額する。


